
前回の議論について 
 

（1） 法律上の枠組み 

  ○ 労働・雇用分野における障害者権利条約への対応は、労働政策審議会障害者雇用分

科会での議論を踏まえ、他の労働法令との調整を図りつつ、障害者雇用促進法を改正

すること等により対応を図ること 

 

○ 内閣府で検討している障害を理由とする差別の禁止に関する法律と、障害者雇用促

進法が整合性のとれたものとなるよう、労働政策審議会障害者雇用分科会での議論を

踏まえ、内閣府等との調整を図るべきであること 

 

（2） 差別禁止等の枠組みの対象範囲 

① 障害者の範囲 

○ 差別禁止等の対象となる障害者の範囲について、現時点で障害による職業上の制限

等を受けている場合には対象とすべきであること 

 

○ 過去に障害の履歴がある者について、 

・ 現在も職業上の制限等を受けている場合には、対象とすべきであること 

・ 現在は配慮を必要とせず働ける方の取り扱いについて、対象の明確化、事業主の

予見可能性、プライバシーの問題等があり、対象とするのは困難であるとの意見が

あった一方で、過去の障害の履歴を理由に不利益な取扱いを受けた場合への対応は

必要ではないかとの意見があった 

 

○ 将来発生する障害を有する者、障害者を持つ家族については、対象の明確化、事業

主の予見可能性、プライバシーの問題等もあり、今回の差別禁止等の対象とするのは

困難であるとの意見があった一方で、不利益な取扱いを受けた場合への対応は必要で

はないかとの意見があった 

 

○ 発達障害者や精神障害、内部障害など外見から判断しづらい障害者については、事

業主が判断に迷う場合に、ハローワーク等の外部機関が支援を行うべきであること 

 
② 事業主の範囲 

○ 企業規模によって差を設けず、全ての事業主に差別禁止や合理的配慮を義務づける

こと。その際、準備期間を設定するとともに、企業規模等に着目し、実効性を担保す

るための対応を行う必要があること 

   

（派遣労働の取扱い） 

○ 派遣労働の取扱いについて、当面、派遣元事業主に障害を理由とする差別の禁止及

び合理的配慮の提供義務を課すこと 

  なお、労働者派遣法に基づき派遣先事業主が事業主として責任を負っている事項につ

いては、合理的配慮に関する事項であっても責任を負うべきであるとの意見があった 

 

（使用者の取扱い） 

○ 男女雇用均等法等と同様に事業主のみを対象とすること 
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